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東京都市圏物資流動調査へのご協力のお願いについて 

 

平素より、協会運営にご協力いただき、誠にありがとうございます。 

さて、この度、東京都が「第５回東京都市圏物資流動調査」を実施することとなりました。 

この調査は、大型貨物車走行上のボトルネックの解消として、重さ指定道路の拡充を検討するた

めの基礎資料となるなど、物流の施策推進に重要な調査となっております。 

下記のとおり、無作為に抽出された事業所に調査票が郵送されますが、調査対象に選ばれた際に

はぜひともご協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 調査内容 

【調査機関】 東京都市圏交通計画協議会（公的機関による調査です） 

【調査対象】 平成２１年度経済センサス（総務省）を基に、東京都市圏に立地する事業所のう

ち、物流を取り扱うと考えられる事業所約１２万件を無作為抽出 

【調査方法】 調査票の郵送配布・回収 又は協議会HPより回答。一部訪問調査 

【調査目的】 東京都市圏の総合的な都市交通計画を検討するための基礎資料とする 

【調査期間】 平成２５年１０月～１１月 

   

 

 

 

 

 

 

２ 問い合わせ先 

東京都市圏物資流動調査 東京都実施本部 

    フリーダイヤル ０１２０－００２－６１１ 又は０３－６２０５－４１９６ 

     （午前９時～午後６時：土・日・祝祭日を除く） 

 

 

※ 東京都市圏交通計画協議会は、東京都市圏における総合的な都市交通計画の推進に資することを 

目的として、昭和４３年に発足した協議会 

＜構成＞ 国土交通省関東地方整備局、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市、独立行政法人都市再生機構、東日本高速道

路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社 

 


